
電 気 事 業 の 中 期 経 営 計 画 の 概 要 

 

 

１ 計画策定の意義 
県営電気事業については、平成２２年度を初年度とする１０年間の「中期経営計画」に基づき、

さらなる企業性・公共性を発揮できるよう効率的な事業運営に取り組んできましたが、一層の経
営効率化はもとより、事業運営の安定化、環境問題への対応も必要となっています。今後、耐震
化への対応などを着実に進めていくなかで、経営目標と取組状況を把握しながら経営を行うため、
引き続き、中長期的視点に立った新たな「経営計画」を策定しました。 

 

２ 計画策定の期間 
令和２年度から１１年度までの１０年間。 

  令和２年度から６年度までの５年間を前期計画期間とし、７年度から１１年度までの５年間を
後期計画期間として位置付け、前期計画期間満了で見直しを行います。 

 

３ 事業の課題 

 

 

 

 

 

 

 

４ 中期経営計画における基本理念及び基本目標 

 （１） 基本理念 

  

 

 

 

 （２） 基本目標 

    基本理念を実現するため、４つの基本目標と対応する１２項目の取り組みを進めます。 

目    標 取組み事項 

１ 再生可能エネルギーの安定供給 ① 安定した発電を行うための施設整備 

② 技術力の維持・継承 

２ 効率的な経営と地域貢献 ① 財政基盤の強化 

② 渇水（異常気象）等に対応した経営安定性の確保 

③ 効率的な組織体制の構築 

④ 地域貢献 

３ 危機に強い施設整備と体制の維持 ① 施設耐震化の推進 

② 適正な危機管理体制の維持 

③ 他の事業者等との連携強化 

４ 環境に配慮した事業の実施 ① 環境に配慮した水利用や水源地域との連携強化 

② 温室効果ガスの排出量削減 

③ 省エネルギー設備の利用推進 

 

５ 計画達成状況の評価・公表 

  計画の透明性・実効性を確保するため、毎年度、ホームページにおいて評価結果を公表します。 

（１） 電力システム改革の進展 

（２） 再生可能エネルギーの確保と拡大 

（３） 地震防災対策の推進 

（４） 効率的な組織体制の構築と技術力の維持・継承 

（５） 道前道後共同施設の耐震化・老朽化対策の推進 

（６） 気象条件の変動への対応 

環境と共生する「再生可能エネルギーの安定供給」と「効率的な経営」を実現し、「地

域への貢献」を実現する。 


